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雇用調整助成金の
対象なのか確認
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以上の項目がすべてＹＥＳの場合は、助成金が受け取れる可能性があります。

雇用調整助成金が受け取れるか確認します。

要件

① 新型コロナウイルス感染症の影響により経営環境が悪化した ＹＥＳ

②

休業した月(その前月、前々月でも可)が前年同月比（※1）と比較し、
売上、生産量などが5％(※2)以上減少している

★比較月はその当時、雇用保険適用事業所である必要がある

※1：前年同月比と比較する事が適当でない事情がある場合や、
事業を開始して1年未満の場合は適当な1ヶ月を選択可能

※2：休業期間の初日が令和2年4月1日より前の場合は10%以上の減少が必要

ＹＥＳ

③
就業規則で規程、または労使間の協定などにより労働者の同意を得た上で、
休業させた日、時間に対象従業員に対し休業手当（平均賃金の６０％以上）
を支払っている

ＹＥＳ

④

月間の
「所定労働延べ日数／休業延べ日数×100」 によって導いた数値が

大企業：3.3／中小企業：2.5 以上であること

※延べ日数＝対象者それぞれの日数を合算したもの

ＹＥＳ

⑤
【現在、休業期間を対象にした他の助成金の受給がある場合】
労働局に確認し、影響がない事を確認した

ＹＥＳ
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申請までの流れ
（目次）
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申請にあたっての流れを説明します。

①雇用保険適用事業所番号の確認(7ページ)
②売上や生産量等の減少を確認(8ページ)
⇒売上簿、生産実績表など

③元々の勤務予定を確認、整理(9ページ)
⇒会社カレンダー、シフト表など

④実際の勤務実績を整理(10～12ページ)
⇒タイムカード、出勤簿など

⑤平均賃金を算定し、休業手当の
支払い基準を決定(13～17ページ)
⇒労使協定を結ぶ

⑥休業日、休業時間に対し
休業手当を支払う(18ページ)
⇒証明書類として給与明細、
賃金台帳の写しを準備

※赤字書類：添付書類としても必要
(19ページ)

社内情報の事前整理 自社の規模や休業実績を確認し、
それに合わせた申請様式を
厚生労働省のホームページ、または
各都道府県の労働局等で入手
(20～26ページ)

申請様式の用意

基本的には、事前整理した
社内情報を落とし込んでいく
形となる

・20名以下企業(27～35ページ)
・20名を超える企業(36～52ページ)

申請様式を記入(入力)

各管轄の窓口へ
労働局、ハローワーク、厚生労働省等
※郵送、オンライン

申請

早ければ審査完了後2週間程度で
指定口座に振り込まれる

支給

★各フロー

相談窓口

↓

64～65
ページ
参照
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社内情報の事前整理
※必要添付書類の用意
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①自社の雇用保険適用事業所番号を調べる

雇用保険適用事業所番号
⇒雇用保険に加入している企業に対して割り振られている、
11桁(4桁-6桁-1桁)の番号
※不明の場合は管轄のハローワークにお問い合わせ下さい
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番号割り振りパターン①

全支店、店舗等全て
まとめて1つの番号

番号割り振りパターン②

支店、店舗等ごとに
それぞれ番号がある

No.①
No.②

No.③

No.④

No.⑤

番号ごとに情報や申請書類を取りまとめて申請する形となります
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昨年度は商材の相場が極端に低かった…などの事情で
売上では新型コロナウイルスの経済的な影響を示せない場合

⇒受注減、生産量減等で証明する事が可能 ※生産実績表などを用意する

②売上や生産量等の減少を確認

従来
2020年１月24日
～３月31日

特例期間
2020年４月1日～9月30日

生産指標
要件

最近3か月間の
生産指標が

前年同期と比較し
10％以上減少

最近1か月間の
生産指標が

前年同期と比較し
10％以上減少

最近1か月間の生産指標が
前年同期と比較し5％以上減少

対象
労働者

雇用保険被保険者のみ 雇用保険被保険者のみ
雇用保険被保険者

雇用保険被保険者以外の労働者

生産指標＝売上高、生産量、販売量、顧客数など

確認書類として売上簿、月次損益計算書、レジの月次集計などの用意が必要

売上5％減を満たせない場合
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③元々の勤務予定を確認、整理

本来(新型コロナウイルス影響前)の勤務予定を準備する

会社カレンダー
全従業員の出勤予定が共通の場合に有効

シフト表
アルバイトなど、所定労働日や時間が不定期の場合は、
新型コロナウイルス影響が無い事を想定の上、シフト表を作成し
元々の出勤予定とする

Ｑ：どうやってシフト表を作成すれば良い？

Ａ：前年度実績、直近の通常月の実績、年間平均等を参考に作成する
★決まったルールはないので、何を参考にしたのか根拠を用意する事が大事
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④実際の勤務実績を整理

タイムカード、出勤簿等で管理しておく（※提出要）

通常出勤日（通常通り賃金を支払う）

休業日（休業手当を支払う）

短時間休業日（休業手当を支払う）

元々の休日（支給対象とはならない）

日 曜日 出勤 退勤

1 (月) 9:00 18:00

2 (火) 9:00 18:00

3 (水)

4 (木)

5 (金) 9:00 12:00

6 (土)

7 (日)

8 (月)

9 (火)

10 (水)

11 (木)

12 (金) 9:00 18:00

13 (土)

14 (日)

15 (月)

休業指示

休業指示

休日

休日

休業指示

休業指示

休業指示

休日

休日

休業指示

休業指示

※書式は問わない（手書き等でも問題なし）

通常勤務：3日と3時間…
休業：7日と5時間…

と、いったようにタイムカードを
もとに集計していく（賃金計算期間ごとに）
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元々の勤務予定と実際の勤務実績を同じ書類内で整理し提出しても良い
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必ず押さえておきたいポイント

休業実績の把握

に対し元々の勤務予定 どれだけ（日数、時間）休業させたか

…を、把握する

労働局が客観的に事実を確認出来る書類を準備する(※提出要)

元々の勤務予定

どれだけ（日数、時間）休業させたか

シフト表(コロナ影響なし想定)、会社カレンダー等

出勤簿、タイムカード等
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【短時間休業について】

従来は事業所全体で一斉休業が必要だったが、緩和されています

部門別休業
受注減の製造ライン、売上大幅減部門のみ休業など、が可能に
・店頭販売は休業だが、デリバリー販売は継続したい・・・
・Ａ製品は受注があるがＢ製品はストップしたのでＢ製造ラインのみ・・・
・24時間営業3交代制／シフト枠Ａ、Ｂ、ＣのうちＣ枠のみ短時間に・・・

一部従業員のみの休業
・帳簿等の管理やメンテナンス業務など必要に応じて出社させる事が可能

同じ勤務シフトの労働者の交代制による短時間休業

（例）
★勤務シフト8：00～17：00 所定労働時間8時間の従業員、ＡさんとＢさん

⇒8：00～12：00Ａさん出勤、13：00～17：00Ｂさん出勤
※Ａさん、Ｂさん共に1日4時間の短時間休業となる

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ
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労働基準法 第26条

使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、
使用者は、休業期間中当該労働者に、その平均賃金の１００分の６０以上の
手当を支払わなければならない。

⑤平均賃金を算定し、休業手当の支払い基準を決定

平均賃金とは？

休業開始以前3か月の賃金総支給額
※時間外手当、交通費等含む

①原則

3か月間の暦日数

（例）
毎月の賃金が22万円の従業員

⇒労働者の1日あたりの賃金（≒生活費）の目安

【計算方法】

22万円×3か月＝66万円 暦日数91日 平均賃金：7252.74円
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休業開始以前3か月の
賃金総支給額
※時間外手当、交通費等含む

②時給、日給、完全歩合制の従業員

3か月間の暦日数

（例）
3か月間の各月の総支給額が5万円、12万円、10万円（※総支給27万円）
総労働日数が34日の従業員

【続：平均賃金計算方法】

27万円 暦日数91日 平均賃金：2967.03円

休業開始以前3か月の
賃金総支給額
※時間外手当、交通費等含む

3か月間の労働日数 60%

※原則と同じ

または

上記計算結果の高い方を平均賃金とする

27万円 労働日数34日 平均賃金：4764.70円60%

比較して高い方を採用
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③その他

【続：平均賃金計算方法】

・勤務実績3か月以下
⇒その日数で計算する
計算式：基本的に時給者、日給者と同じ

・勤務実績2週間以内
⇒総賃金÷勤務日数×7分の6
※但し、著しく通常の労働者と違いがある場合は
同程度の従業員と同金額に調整が可能

・雇い入れと同時に休業（労働実績がない）
⇒同程度の従業員の平均賃金を採用
※同程度の従業員がいない場合は概算の上労働局に相談

同程度の従業員がいない、など算定基準がない場合は
会社の判断で出すしかないが、明確な計算方法や算定の根拠は持っておく

⇒事前に管轄の労基署に相談する事をオススメします

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ15



労働基準法 第26条

使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、
使用者は、休業期間中当該労働者に、その平均賃金の１００分の６０以上の
手当を支払わなければならない。

休業手当について

★労基法の最低基準を満たしていれば、会社で休業手当の支払基準は
自由に決める事が出来ます（※労働者との協定は必要です）

①「もう賃金は据え置きで全額支給する！」といった場合
1日あたりの賃金は単純な日割り計算で算出しても問題ない

※月給20万、所定労働日数20日、休業日数10日の場合
⇒休業手当は
￥200,000(月給)÷20日(所定労働日数)×10日(休業日数)＝￥100,000を
休業手当とする事で問題ない

②時給の従業員であれば、休業時間×時給＝休業手当としても良い

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ16



作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ

労使協定～休業協定書～

①休業を実施する予定の時期
★想定される最大範囲での協定をオススメします

②休業の時間数
※原則、所定労働時間
シフト枠など労働者別で時間が違う
場合はその旨を付記、または別紙記載可能

③休業の対象となる労働者の範囲及び人数
※全従業員を「対象者」としておいて構わない
設備管理者など一部出勤させる場合は
1日あたりの休業人数（概算でＯＫ）を付記

④休業手当の額の算定基準
※１日、1時間(短時間休業時のみ)あたりの
休業手当算定基準を示す

・平均賃金
・月給の日割り賃金 ×〇〇％ など・・・
・時給×所定労働時間

協定書必要明記事項

労働者代表と協定
17



⑥休業日、休業時間に対し休業手当を支払う

支払った事の証明書類として、給与明細(又は賃金台帳)の写しを提出

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ

①元々の賃金 ②通常発生の賃金 ③休業手当 が確認出来るように処理
※手書き補足や別紙による詳細説明でも問題ない

月給

時給
＠1,000

①元々の月給：220,000円

②10日休業：
220,000円÷所定労働日数22日×10日
⇒▲100,000円

③休業時発生した欠勤控除分の
100％を休業手当として支給

①通常勤務分の賃金
時給＠1,000円×40時間＝40,000円

②休業させた時間
8時間勤務×10日間＝80時間

③休業時発生した欠勤控除分の100％を
(時給＠1,000円×80時間＝80,000円)
支給

所定労働日数：22日
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申請時に必要な添付書類一覧

該当
ページ

必要書類 内容
作成に必要
な項目

8
売上、生産量等が
確認出来る書類

休業した月(その前月、前々月でも可)が
前年同月比（※1）と比較し、売上、生産量などが
5％(※2)以上減少している事が確認出来る書類
★売上簿、月次損益計算書、生産実績表など

※1：前年同月比と比較する事が適当でない事情が
ある場合や、事業を開始して1年未満の場合は適当な
(選択した根拠は用意)1ヶ月を選択可能

※2：休業期間の初日が令和2年4月1日より
前の場合は10%以上の減少が必要

売上の確認

又は

生産量の確認

9～16
労働・休日の実績に
関する書類

従業員毎に休業させた日、時間が確認出来るもの
★元々のシフト表や、タイムカード(出勤簿)など

元々の勤務予定と
実際の勤務実績

17 休業協定書

会社と労働者間の休業期間、および休業期間内の
賃金(休業手当)の支払い基準に対する同意
★20名以下の企業は申請には必要ないが後々の
トラブル防止の為、協定する事を推奨
（または就業規則に規定する）

平均賃金の確認
休業手当の算定

18
休業手当・賃金の
実績に関する書類

休業期間中に支払った賃金、休業手当の金額が
確認出来るもの
★給与明細、又は賃金台帳など※写し

通常発生賃金と
休業時賃金の整理

全企業 共通 ※自社内で情報の事前整理、書類の準備をするもの
⇒労働局への提出が必要です

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ19



申請書類の入手方法

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ20



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html

下記厚生労働省ホームページより帳票を出力する(従業員20人以下)
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html

下記厚生労働省ホームページより帳票を出力する(従業員20人以下)
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下記厚生労働省ホームページより帳票を出力する
(教育訓練)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html

雇用保険に加入している従業員の方に教育訓練を実施して雇用調整助成金を申請する際には、このマニュアルを参
考にしながら、提出書類の作成を進めてください（併せて雇用保険被保険者以外の方に休業を実施している場合に
は、対応する様式も作成することで、まとめて申請できます。）。
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html

下記厚生労働省ホームページより帳票を出力する(従業員20人超)
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html

下記厚生労働省ホームページより帳票を出力する(従業員20人超)

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ25



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html

下記厚生労働省ホームページよりガイドブック、マニュアルを入手する

20人超

厚
生
労
働
省
書
式
に
対
す
る

詳
細
な
記
載
例
が
載
っ
て
い
ま
す

20人以下

20人超

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ26

・従業員20人を超える企業：ガイドブック（簡易版）
・従業員20人以下の企業：支給申請マニュアル

20人以下



【厚生労働省書式】
申請書類の記入、入力

※従業員20名以下の企業

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ27



必要書類（厚生労働省申請書類）

厚生労働省
マニュアルより

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ

エクセル
ファイル
1つ分です

(※)2か月を超え
て使用され、週
所定労働時間が
通常の労働者
(例：40時間など)
と概ね同じ従業
員が20名以下、
かつ休業対象者
数が20名以下

★雇用保険に
入っていないア
ルバイトなどの
短時間労働者は
含めない

従業員20名以下(※)の企業

28



様式新特小第2号

休業実績一覧表

要チェック

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ

厚生労働省
マニュアルより

29



実際の申請用紙
※当例は従業員20名以下用だが
基本的には20名超え用も同じ賃金締め日ベース

従業員ごとに集計し記載

時間単位休業は日換算する

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ30



作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ31



様式新特小第1号

雇用調整助成金 支給申請書

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ

助成額算定箇所

厚生労働省
マニュアルより

32



1人１日当たり助成額の算定方法

※従業員20名以下の企業のみ
実際の申請用紙

PC入力の場合は
先に入力(はい／いいえ)

全従業員の
合計額

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ

「助成率をチェックしましょう」
で確認

(2ページ前)

33



様式新特小第3号

支給要件確認申立書

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ

厚生労働省
マニュアルより

34



役員名簿 ★自社書式で良い
※生年月日が入って
いること

★自社書式が無い場合は
厚生労働省の様式入手場所
(21ページ参照)から
参考書式のダウンロードが
可能です

作成：社会保険労務士法人ベスト・パートナーズ35


